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2022年提出インベントリにおける算定方法の設定・改善案の概要
土地利用、土地利用変化及び林業（LULUCF）分野における排出量の算定方法について（案）

国土面積増加に対する取扱い（4.A 森林、分野横断）
現在、新規の森林増加（AR）面積及び森林減少（D）面積は、国土を網羅するグリッドにお
ける衛星データのサンプル調査から、AR率、D率を求め、これに毎年の国土面積を乗じて当該面
積推計を行っている。我が国では、国土面積が埋立等で漸増傾向にあるため、同じAR率、D率か
ら計算される面積も増えることになるが、基本的に国土面積増加対象地で森林が増加しているも
のではないことから、森林の面積変化に乗じる国土面積を2005年度の一定値に固定することとし
た。

N2O排出の変更（4(III), 4(IV) N2O直接排出・間接排出）
農業分野で、農地土壌のN2O排出係数の更新を行うこととなったため、同じ排出係数を用いて算
定を行っている、転用された農地及び草地の無機化に伴うN2O排出、施肥及び土壌無機化に伴
うN2O間接排出の算定方法を更新した。
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2022年提出インベントリに反映する算定方法によるLULUCF分野の排出・吸収量（案）
土地利用、土地利用変化及び林業（LULUCF）分野における排出量の算定方法について（案）

2022年に提出する温室効果ガスインベ
ントリにおけるLULUCF分野の排出・吸
収量（2019年度を例とした試算値）
は右表のとおり。
2019年度における温室効果ガス排出・
吸収量は約5,013万tCO2 eq.であり、
その内訳を見ると、森林からの純吸収が
約5,525万tCO2と最も多く、全体の純
吸収量の110.2%を占めている。
その他の主な排出・吸収量は、農地が約
514万tCO2の排出（全体の10.3%）、
伐採木材製品（HWP）が約187万
tCO2の吸収（全体の3.7%）、草地が
約96万tCO2の排出（全体の1.9%）
となっており、その他の区分の寄与度は全
体の1%程度である。
なお、右表の排出量は、2021年提出
温室効果ガスインベントリ作成時に使用
された活動量等を据え置いた現時点で
の試算値であり、今後変わり得ることに留
意する必要がある。

排出・吸収量算定結果（2019年度排出・吸収量を例とした試算値）
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現行の温室効果ガスインベントリとの比較 ｜ LULUCF分野の排出・吸収量（1/2）
土地利用、土地利用変化及び林業（LULUCF）分野における排出量の算定方法について（案）

現行の温室効果ガスインベントリと新たな算定方法を適用した2022年に提出する温室効果ガス
インベントリにおけるLULUCF分野の温室効果ガス排出・吸収量試算値の比較結果（1990年
度、2005年度、2013年度及び2019年度）は、以下のとおり。
いずれの年度においても排出・吸収量は1万tCO2 eq.以下の排出増加となっている。この変化の
主な要因は、農用地の土壌の排出係数の変更によるN2O排出量の変動などによるものである。

現行の温室効果ガスインベントリとの比較（試算値）
（単位：千tCO2 eq.）

改訂前 改訂後 改訂前 改訂後 改訂前 改訂後 改訂前 改訂後
A 森林 -78,904 -78,899 -92,474 -92,469 -69,834 -69,829 -55,088 -55,083
B 農地 9,075 9,077 4,009 4,009 5,541 5,542 5,195 5,196
C 草地 693 694 -247 -247 1,140 1,139 991 991
D 湿地 91 91 43 43 24 24 23 23
E 開発地 2,965 2,965 -924 -924 -421 -421 335 335
F その他の土地 1,185 1,186 201 202 186 186 283 283
G 伐採木材製品 -450 -450 617 617 304 304 -1,874 -1,874

-65,344 -65,337 -88,775 -88,770 -63,060 -63,055 -50,134 -50,127
プラスは排出、マイナスは吸収を示す。

改訂前 改訂後 改訂前 改訂後 改訂前 改訂後

-23.3% -23.3% -43.5% -43.5% -20.5% -20.5%

2019年度排出・吸収源 2005年度

合計

2013年度

2005年度比（吸収量）1990年度比（吸収量）

1990年度

2013年比（吸収量）
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現行の温室効果ガスインベントリとの比較 ｜ LULUCF分野の排出・吸収量（2/2）
土地利用、土地利用変化及び林業（LULUCF）分野における排出量の算定方法について（案）

現行の温室効果ガスインベントリとの比較（試算値：カテゴリー・ガス別内訳）
（単位：千tCO2 eq.）

改訂前 改訂後 改訂前 改訂後 改訂前 改訂後 改訂前 改訂後

A 森林 -78,904 -78,899 -92,474 -92,469 -69,834 -69,829 -55,088 -55,083
CO2 -79,061 -79,061 -92,634 -92,634 -69,988 -69,988 -55,254 -55,254
CH4 10 10 11 11 4 4 5 5
N2O 148 152 150 154 150 155 161 166

B 農地 9,075 9,077 4,009 4,009 5,541 5,542 5,195 5,196
CO2 8,985 8,985 3,950 3,950 5,489 5,489 5,143 5,143
CH4 49 49 44 44 41 41 39 39
N2O 41 43 15 15 11 11 13 14

C 草地 693 694 -247 -247 1,140 1,139 991 991
CO2 663 663 -278 -278 1,107 1,107 961 961
CH4 15 15 15 15 15 15 15 15
N2O 16 16 16 16 17 16 16 16

D 湿地 91 91 43 43 24 24 23 23
CO2 91 91 43 43 24 24 23 23
CH4 NE,NO NE,NO NE,NO NE,NO NE,NO NE,NO NE,NO NE,NO
N2O NE,NO NE,NO NE,NO NE,NO NE,NO NE,NO NE,NO NE,NO

E 開発地 2,965 2,965 -924 -924 -421 -421 335 335
CO2 2,931 2,931 -941 -941 -432 -431 324 324
CH4 32 32 15 15 10 10 10 10
N2O 3 3 1 1 1 1 1 1

F その他の土地 1,185 1,186 201 202 186 186 283 283
CO2 1,172 1,172 193 193 181 181 280 280
CH4 NO NO NO NO NO NO NO NO
N2O 13 14 8 9 5 5 3 3

G 伐採木材製品 -450 -450 617 617 304 304 -1,874 -1,874
-65,344 -65,337 -88,775 -88,770 -63,060 -63,055 -50,134 -50,127

プラスは排出、マイナスは吸収を示す。

改訂前 改訂後 改訂前 改訂後 改訂前 改訂後

-23.3% -23.3% -43.5% -43.5% -20.5% -20.5%

2019年度排出・吸収源 2005年度

合計

2013年度

2005年度比（吸収量）1990年度比（吸収量）

1990年度

2013年比（吸収量） NO: Not Occuring （温室効果ガスの排出・
吸収に結びつく活動が存在しない）
NE: Not Estimated （未推計）
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現行の温室効果ガスインベントリとの比較 ｜ LULUCF分野の排出・吸収量（3/3）
土地利用、土地利用変化及び林業（LULUCF）分野における排出量の算定方法について（案）

現行の温室効果ガスインベントリからの排出量増減の内訳（試算値）

（単位：千tCO2 eq.）
排出・吸収区分 1990年度 2005年度 2013年度 2019年度
4.LULUCF 6.9 4.9 4.9 6.7
算定方法変更 6.9 4.9 4.9 6.7

森林減少面積改訂-4.B.2 転用された農地 0.0 0.0 0.0 0.0
森林減少面積改訂-4.C.2 転用された草地 0.0 0.0 0.0 0.0
森林減少面積改訂-4.D.2 転用された湿地 0.0 0.0 0.0 0.0
森林減少面積改訂-4.E.2 転用された開発地 0.0 0.0 0.2 0.2
森林減少面積改訂-4.F.2 転用されたその他の土地 0.0 0.0 0.0 0.0
排出係数変更- 4.(III) 鉱質土壌の無機化に伴う直接N2O排出 -0.7 -0.6 -0.8 0.3
排出係数変更- 4.(IV) 鉱質土壌の無機化に伴う間接N2O排出 7.5 5.4 5.3 6.1
排出係数変更- 4.(IV) 施肥に伴う間接N2O排出 0.1 0.1 0.1 0.1

プラスは排出増又は吸収減、マイナスは排出減又は吸収増を示す。
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京都議定書3条3及び4に関する報告の状況
土地利用、土地利用変化及び林業（LULUCF）分野における排出量の算定方法について（案）

削減目標の計算に用いている、京都議定書第3条3及び4に関する吸収量計上値の試算値は、
2013～2019年度までの合計で3億5,833万tCO2 eq.（単年当たり5,119万tCO2 eq.）。
今回実施した改訂による排出・吸収量の変動は、単年換算で1万tCO2 eq.の排出増であり、吸
収量計上量への影響は軽微である。
なお、以下の数値は、2021年提出温室効果ガスインベントリ作成時に使用された活動量等を据
え置いた現時点の試算値であり、今後変わり得ることに留意する必要がある。

京都議定書第3条3及び4に関する温室効果ガス排出・吸収量（試算値）
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LULUCF分野の排出・吸収量のトレンド
土地利用、土地利用変化及び林業（LULUCF）分野における排出量の算定方法について（案）

2022年に提出する温室効果ガスインベントリにおける2019年度のLULUCF分野からの温室効果ガス総吸
収量（試算値）は約5,010万tCO2 eq.で、1990年度から約1,520万tCO2 eq.減（23.3%減）、
2005年度から約3,860万tCO2 eq.減（43.5%減）、2013年度から約1,290万tCO2 eq.減
（20.5%減）、前年度から約580万tCO2 eq.減（11.0%減）となる。1990～2003年度にかけて純
吸収量は増加傾向で、その後減少傾向に転じている。これは、森林バイオマスの吸収量が2003～2004年
度に最大となった後、それ以降徐々に減少傾向にあること、1990年度頃には土地開発に伴う土地転用由
来の排出が現在よりも多かったことが反映された結果である。
なお、以下の排出量は、2021年提出温室効果ガスインベントリ作成時に使用された活動量等を据え置いた
現時点での試算値であり、今後変わり得ることに留意する必要がある。

LULUCF分野からの温室効果ガス排出・吸収量の推移
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主な継続検討課題（1/3）
土地利用、土地利用変化及び林業（LULUCF）分野における排出量の算定方法について（案）

高齢級の森林増加に対応した算定方法の見直し（4.A. 森林）
現在の人工林の蓄積は、2003～2005年度に現地調査で把握したデータを基にした推計を行っ
ているが、以前と比べると、高齢級まで育成する森林も増えており、高齢級人工林について、より実
態に近い推計が可能となるよう算定手法の精緻化を検討中である。現在、収穫表の改定に着手
しており、研究者の協力を得ながら科学的な検証も行い、2023年提出以降の適切な時期に、実
算定への反映を目指す。

枯死有機物蓄積量の見直し（4.A. 森林）
森林の枯死有機物蓄積量の設定値について、分科会委員、温室効果ガスインベントリ品質保証
ワーキンググループ（QAWG）及び国連気候変動枠組条約事務局審査から、再検討を行うこと
を推奨されている。近年、モニタリング調査から得られたデータの取りまとめが進んだことから、2023
年以降の提出において値の見直しを予定している。

土地面積把握方法、土地利用区分（分野横断）
現在、統計情報、行政データ、衛星判読等の様々なデータを組み合わせて土地面積や土地利用
変化を把握しているが、土地利用変化等の情報把握精度に限界があり、近年の統計調査の廃
止・簡素化の影響も受けて、改善の取組が必要と考えられる。
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主な継続検討課題（2/3）
土地利用、土地利用変化及び林業（LULUCF）分野における排出量の算定方法について（案）

土地利用変化に伴う土壌炭素ストック変化の算定（分野横断）
土地利用変化に起因する土壌炭素蓄積変化は、現在十分な科学的裏付けに基づく算定ができ
ていないことから、環境研究総合推進費によるプロジェクト*も通じて、単純な同一深度の土壌炭
素量比較にとどまらない、均一重量を比較する方法に基づく土壌炭素ストック変化量の精査を進
めてきた。森林から農地、及び農地から森林への土地利用変化時に適用する炭素変化係数、及
び開発地への転用時の土壌炭素蓄積量がまとまったことを受け、実算定への反映作業に着手して
おり、2023年提出において算定方法の全面改定を予定している。
同時に、森林の土壌炭素量、農地の土壌炭素量の更新も実施予定。

バイオ炭（4.A. 森林、4.B. 農地）
バイオ炭の活用拡大に向けては、別途専門的な検討を継続していき、次年度以降の森林等の吸
収源分科会で報告をしていく。

農耕地土壌炭素蓄積変化の算定（4.B. 農地、4.C. 草地）
「2020年農林業センサス」（農林水産省）から、作物ごとの専業・兼業別の作付面積データが
廃止され、土壌炭素蓄積変化算定に用いているRothCモデルへの入力データである堆肥施用量
計算の基礎情報が更新されなくなったことを受けて、代替手法の検討を進めている。

*【2-1601】森林と農地間の土地利用変化に伴う土壌炭素変動量評価とGHGインベントリーへの適用研究（研究代表者:早稲田大学 天野正博）
【2-1909】土地利用変化による土壌炭素の変動量評価と国家インベントリへの適用に関する研究（研究代表者:国立研究開発法人森林研究・整備機構 石塚
成宏）
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主な継続検討課題（3/3）
土地利用、土地利用変化及び林業（LULUCF）分野における排出量の算定方法について（案）

沿岸湿地の算定（4.D. 湿地-沿岸湿地）
2013年に作成されたIPCC湿地ガイドラインで沿岸湿地における排出・吸収量の算定方法が提
示されており、本ガイドラインに記載された対象も踏まえつつ、マングローブ、湿地・干潟、海草藻
場・海藻藻場を対象とし、人為的影響によるブルーカーボン生態系のからの炭素の排出・吸収量
の算定に向けた検討に着手している。対象の活動量データ（統計データ）の確保や算定方法の
学術的裏付けがされる等の作業が済んだ生態系から、2023年提出以降の温室効果ガスインベン
トリに順次反映できるように関係者での議論・作業を進めている。

2006年IPCCガイドラインの2019年改良版の反映（4.D. 湿地-湛水池）
2006年IPCCガイドラインの2019年改良版において、湛水池から発生している温室効果ガス排
出の算定方法が新規に提示されたため、その反映について検討する必要がある。

都市緑化の算定（4.E. 開発地）
生体バイオマスについては、都市公園等を対象に活動的な生長期間を30年として計算を行ってい
るが、都市公園での実態調査から一部都市公園（都市基幹公園・大規模公園等）については、
50年まで炭素ストックが増加することが確認されたことから、適用する活動量に関する検討を進め
ている。また、これまで未推計であったその他の緑地について、民間による都市緑化活動を中心に
データ収集等検討に着手している。


